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1. 業務・機能要件定義 

1.1. 調達の目的 
本調達の目的と期待する効果は、広範な内部情報系業務を対象としたペーパレスの実現、システム化

対象範囲の拡大及びシステム間連携をシームレスにすることによる職員利便性向上及びアカウントの統

一等による運用や資源の一元化による効率性の向上である。 

 

1.2. 業務機能要件 
本調達における各導入作業区分のシステム化対象（以下、総称して「本システム」という。）は次のとお

り。機能及び帳票に関する要件は「別紙２機能一覧」、「別紙３帳票一覧」に記載している。 

⑴ 導入作業区分 1 

ア 財務会計(公会計) 

イ 備品管理 

ウ 起債管理 

エ 固定資産管理 

オ 公有財産管理 

カ 行政評価 

キ 会計伝票の電子決裁 

⑵ 導入作業区分 2 

ア 人事給与関係 
① 人事 

② 給与 

③ 人事評価 

④ 研修管理 

⑤ 福利厚生 

⑥ 健康管理 

⑦ その他 

イ 庶務事務関係 

① 打刻システム（装置）及び打刻情報連携機能 

② 出退勤管理 

③ 休暇等管理 

④ 時間外勤務管理 

⑤ 勤務シフト登録 

⑥ 振替勤務管理 

⑦ 特殊勤務管理 

⑧ 管理職特別勤務管理 

⑨ 給与諸手当(扶養、通勤、住所等) 

⑩ 旅費精算 

⑪ 年末調整 

ウ 各種申請に係る電子決裁（承認） 

⑶ 導入作業区分 3 

ア グループウェア 
① 掲示板 

② フォルダ管理 

③ 施設(会議室)管理 

④ メール管理 

⑤ 公用車予約管理 
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⑥ その他 

イ グループウェアへのアドオン機能（電子決裁のステータスを表示する機能として利用） 

 

2. システム方式要件定義 

本システムの利用環境となる五泉市内部情報系システムで使用するネットワークセグメントは、平成 27

年 12 月 25 日付け総務大臣通知「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化について」による三

層対策導入以降は LGWAN 接続系セグメント（いわゆるα型）で運用している。ネットワークの全体構成

及び詳細について確認する必要がある場合には、質問書により資料閲覧希望を申し出、設計書等を閲覧

すること。 

 

2.1. 本システムの稼働環境 

⑴ システム提供方式 
本システムはクラウドサービスとして利用することが望ましい。但し、提案する製品がオンプレミ

ス型に限定した利用形態である場合は、必要なサーバ等機器を導入し運用することも可とする。

オンプレミス型の提案とする場合は、サーバ等機器、ソフトウェア及び環境構築役務の費用を含め

た価格提案を行うこと。 

⑵ プラットフォーム関係 

各導入作業区分ともプラットフォーム関係機能としてとして以下の機能を必要とする。各区分に

おいて要素を含んだシステムとして提供すること。 

ア リポジトリ管理（市で運用しているActive Directory（以下「AD」という。）と職員情

報、組織情報等を連携し、運用効率に資する機能を提供できる場合はこれを含むこと。） 

イ 決裁基盤 

ウ ワークフロー管理 

エ バックアップ管理 

オ ウイルス対策ソフト又は装置 

カ 認証基盤 

⑶ 基盤関係の調達範囲 
各導入作業区分ともシステム稼働させるうえで機器及びソフトウェア等の基盤を必要とする。各

区分において要素を含んだシステムとして提供すること。なお、クラウド環境においてこれらに替わ

るサービスを使用することを可とする。 

ア サーバ機器 

イ サーバ管理ソフト 

ウ ストレージ 

エ OS、基盤・環境用ソフトウェア、データベースソフト 

オ 無停電装置 

カ 基盤環境内の機器を接続するためのネットワーク機器等 

キ クラウドサービスを利用する場合は、クラウドサービス接続用回線 

ク バックアップ用環境 

⑷ ソフトウェア要件定義 
本システムの稼働に必要な OS、ミドルウェア、データベース等のソフトウェアは製品の構成に拠

るため、事業者の提案によるものとするが、以下の要件を満たすこと。 

可能な限り最新のバージョンであって、安定した稼働実績があること。 

ア OSS(Open Source Software)等を新たに利用する場合、ソフトウェアの将来のバ

ージョンアップについても考慮し、柔軟かつ低コストで対応できること。 

イ 開発及び改修に伴い導入するソフトウェアの障害対策パッチが発表されている場合は、

必ず複数利用者に適用実績があること。 

ウ 障害分析、障害復旧及び実行結果等の情報分析を行える仕組みであること。 
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2.2. ユーザビリティ及びアクセシビリティに関する事項 

⑴ 前提事項 
本システムのユーザビリティ及びアクセシビリティは、「当市の基礎情報」を参照し、当市が利用

するクライアント端末の稼働環境を考慮すること。また、原則として、Web ブラウザを用いた操作

環境を前提として提供すること。ただし、ユーザが特定され、少人数のみで利用する機能について

は、当市と協議の上で、Webブラウザとは別の操作環境を用いることも可とする。 

⑵ アクセシビリティ要件 

ア 視覚性 
① 色の違いを識別しにくいユーザを考慮し、ユーザへの情報伝達や操作指示を促す手

段は、メッセージを表示する等、できる限り色のみで判断するようなものは用いないこ

と。 

② 文字サイズを Web ブラウザの設定等により拡大・縮小でき、拡大表示した際も問題

なく画面表示、操作ができること。 

イ 言語対応  
画面上に表示する用語は、日本語で記述すること。 

⑶ ユーザビリティ要件 

ア 本システムは全庁職員が日常的に使用するシステムであるため、ユーザビリティの向上

に重点的に取組む。ユーザビリティの向上は以下を目的としている。 

①利用者の負担・ストレスの低減と満足の向上 

②所要時間短縮によるシステム負荷の低減 

イ 想定利用者 

本システムは市長をはじめ行政委員会の長を含む全庁職員及び会計年度任用職員が

日常的に使用するシステムであるため、誰もが利用しやすいシステムを目標とする。 

ウ 要件 
①ユーザビリティに関する要件 

本業務においては、ユーザビリティについて以下の要件を満たすこと。 

ユーザビリティ要件一覧 

No. 要件（ユーザ要求事項） 

1 利用者が想定する流れに沿った手順（画面遷移・タブの移動順等）にすること 

2 ユーザが必要な操作を想起しやすい画面構成とすること 

3 操作の指示や説明、メニュー等には、利用者が正しく理解できる用語を使用すること 

4 基本的な用語、指示、デザインには一貫性を持たせること 

5 必要に応じて確認画面を用意し、入力の取り消し・やり直しができるようにすること 

 

②ユーザビリティ向上の取組み 

ユーザビリティ向上の取組みとして、ログ分析、最新の技術動向等の確認を行い、当市

に対して改善策の提案に努めること。 

 

3. システムに求める要件 

3.1. 業務アプリケーションに求める要件 

各業務アプリケーションは「別紙２機能一覧」、「別紙３帳票一覧」に記載する各要件を満たすこと。ま

た、以下に示す特記事項に対応すること。 

⑴ 財務会計 

ア 法改正や国・県への報告様式の変更に速やかに対応すること。 

イ 執行伝票（歳入、歳出（流充用含む））起票時に、決裁区分を伝票上に表示でき、あるい

は決裁区分情報を保持でき、電子決裁システムあるいは文書管理システムに決裁区分

情報が確実に引き継がれ、電子決裁ができる仕組みがあること。 
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ウ 予算書（１表歳入歳出予算及び歳入歳出予算事項別明細書[総括、歳入、歳出]）、決算

書（歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書）の版下原稿

が作成できること。 

エ 執行伝票をもとに、備品管理システムおよび固定資産管理システムへ新規・追加の備品

登録情報として引き渡す連携ができること。 

⑵ 公有財産管理 

ア 本システムは、「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）に規定する公有財産を管理する

ための公有財産台帳を整備し、財産の運用管理、現状把握を目的とするものであるが、

公会計に対応するために整備を行っている固定資産台帳（固定資産システム）と密に連

携し、又は、将来的な一元化を踏まえ、相互の整合性を保持し、重複管理項目をシステム

連携によって補うなど、効率的な管理が行えること。 

イ 備品購入や工事等の資産取得に係る執行伝票起票処理の際、その資産の情報を漏れな

く登録するため、その予算費目等に基づき備品管理や固定資産管理等、その資産の種

類に応じたシステムの入力画面へ自動的に画面が遷移する機能を有すること。 

ウ 資産の重複登録を回避するため、土地の取得に伴う番地の入力や建設仮勘定台帳の新

規登録の際、その名称に重複する物が既に登録されている場合には、メッセージ等で確

認を促す仕組みを有すること。 

エ 取得した資産とそれに伴う執行伝票の紐づけが可能であること。 

オ 公有財産を保有、又は、新規登録する業務主管課自らが登録に必要な項目への入力、

資料の登録等が行える運用とするにあたり、各入力項目についての解説（この入力は何

の意図で、なぜその入力が必要であるのかをメッセージで表示する等）やオンラインマニ

ュアル等を適宜参照できるなどの入力補助機能を提供すること。 

⑶ 行政評価 

ア 財務会計システムと同様の事業区分（事業コード）の運用ができること。 

イ 行政評価システム及び財務会計システムの間において、相互に予算情報が連携できるよ

うにすること。 

⑷ 電子決裁 

ア 電子決裁された全ての文書（伝票及び添付書類等）が管理・保存され、監査対象として

も機能すること。 

イ 冊子や図面等のスキャニングによる電子化が困難な添付書類については、紙のまま添付

書類として回議できることとし、電子化された添付ファイルによる電子決裁運用と併用で

きること。 

ウ 今回導入する全てのシステムとの連携性を有していることをシステムに対して求めるが、

電子決裁を利用するシステムは以下を予定している。 

電子決裁の利用対象 

業務アプリケーション 電子決裁（承認）の利用 

財務会計 ・伝票の電子決裁 

備品管理 ・各課からの申請 

行政評価 ・起案の電子決裁 

人事給与 ・人事評価の電子決裁 

庶務事務 ・出退勤管理、休暇等管理、時間外勤務管理、振替勤務管
理、特殊勤務管理、管理職特別勤務管理、給与諸手当の
電子決裁（承認） 
・年末調整情報の申請 

⑸ 人事給与 

ア 他の職員の閲覧を防止するため、人事課所属職員だけがアクセスできること。また、アク

セス権限の設定・変更（システム管理）についても、統合型内部情報系システム全般のシ

ステム管理とは別に、人事課所属職員に限定することが可能であること。 
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イ 会計年度任用職員の制度に対して標準パッケージとして対応ができていること。また、会

計年度任用職員の共済加入への移行等法改正に対応していること。 

ウ 所得税法による所得税の計算と源泉所得税月額表による計算ができ、システム内で年

末調整が可能なこと。 

エ 例月給与および期末勤勉手当それぞれに所得税率の個別設定ができること。 

オ 庶務事務からの各種申請時には人事給与システムのデータを参照することで、効率的

な申請業務が行えること。 

⑹ 庶務事務 

ア 打刻システムは、職員端末において打刻を行うことを想定するが、端末が配布されてい

ない職員（会計年度任用職員を含む）による打刻の方法（紙を使用した打刻情報の管理

等）が併用できること。 

イ 打刻システムは、停電等により端末による打刻が行えない場合の代替方法を備えるこ

と。 

ウ 打刻システムは、打刻情報を統括管理するソフトウェアにより打刻情報の確認、管理及

び勤怠管理システムへのデータ提供が可能であること。 

エ 出退勤管理、休暇等管理、時間外勤務管理、振替勤務管理は、一般職員の他に市消防

職員、会計年度職員においてもシステムを使用した運用が可能であること。なお、システ

ム利用に向けた現行運用の改善を伴うことを前提としてよい。 

⑺ グループウェア 

ア テレワーク環境等を通じて出向や休業中の職員が、グループウェアへアクセス可能な仕

組みをとれること。 

イ 電子決裁との連携が、公開されたＡＰＩなどによって可能であること。 
 

3.2. システム間連携 
内部情報系システムは、各業務システム間（区分を跨いで）においてシームレスな情報連携が行えるこ

とによる業務効率の向上を求めている。 

⑴ 人事給与システムと庶務事務システム、財務会計システム間で業務上必要なデータについては

全て連携を行うこと。（連携データの例：科目、予算執行情報、給与等執行データ、人件費（予算）

等、時間外勤務、特別勤務、休暇、出勤簿、旅費、各種届出、年末調整、給与明細等） 

⑵ 人事情報をもとに各業務システムに反映する職員情報を連携すること。 

⑶ その他システム間の連携機能（利用時における機構情報、案件情報、額面情報等）を有するこ

と。 

⑷ 上記の他、業務上有益なデータ連携があれば本業務の中で提供すること。 
 

3.3. 将来要件 

本システムの導入に伴い、次のシステム導入を検討している。本調達に際しては、以下に示す項目

に対して、本システムと連携した運用や効率的な導入方法についての提案を求める。 

⑴ テレワーク環境の利用 

⑵ マルチデバイス対応（スマートフォンやタブレット端末との連携） 

⑶ 改正電子帳簿保存法に基づく電子請求書の取り扱い、立会人型署名による電子契約の導入に

対応した機能追加 

 

4.移行 

本システムの導入にあたり、既存の財務会計システム、人事給与システム及びグループウェアからのデ

ータ移行を行う。データ移行作業（新規データ移行作業を含む）は、システムの運用方法に基づき関係者

と協議の上決定し、実施計画を作成して実施すること。 
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4.1. 移行対象データ 

⑴ 財務会計システム 

ア 令和７年度予算編成に必要なデータ 

イ 予算決算分析（前年度予算比較、前年度決算比較等）に必要なデータ 

ウ 令和６年度決算・決算統計データ（令和６年度決算確定後） 

エ 債権者・債務者データ（マイナンバー情報を含む） 

オ 銀行マスタ、住所マスタ 

カ 起債管理（親台帳 件数、子台帳 件数、総数）のデータ 

⑵ 人事給与システム 

ア 職員基本情報（件数） 

イ 給与マスタ 

ウ 年末調整マスタ 

エ 辞令各種 

オ 給料表 

カ 各種パラメータ 

⑶ グループウェア 

ア 職員情報 

イ 施設情報マスタ 

ウ 掲示板登録データ（現年度のみを移行対象とする。） 

エ スケジュール情報（現年度のみを移行対象とする。） 

オ 施設予約情報（現年度のみを移行対象とする。） 

カ ライブラリ登録情報 

キ メール送受信ファイル（添付ファイルを含む） 

4.2. 移行作業 

⑴ 移行作業の準備 

受注者は、データに関してレイアウト変換等に係る調査、分析、不要ファイル削除等のクレンジン

グ及びデータ移行作業に関する準備作業を実施すること。 

ア 移行に係る調査 
受注者は、既存システム事業者から提供される移行検証用データの内容や形式（空白やデ

ータがない項目、データ型の違い等）を基に、具体的なデータ移行作業の内容を基本設計完了

後２週間以内に当市に提案すること。 

イ 移行ツール等の作成 
受注者は、必要に応じて移行ツール等のプログラムを作成すること。 

ウ 作業体制の整備 

システムの利用に必要なマスタデータの作成及び登録並びにデータ変換及びデータの移行

に必要な作業を明確にし、移行作業体制を整備すること。 

⑵ 移行実施計画書等の整備 

ア 移行実施計画書の作成 
受注者はリハーサルを含めた移行全体に係る詳細なスケジュール、移行環境、移行方法、体

制及び役割その他関係者と調整すべき事項などを取りまとめた「移行実施計画書」を作成し、

当市の承認を得ること。 

イ 移行実施手順書の作成 
データ等の移行作業の内容、移行データの整合性の確認方法、判定基準及び問題発生時

の対応内容及びタイムスケジュール等を記載した「移行実施手順書」を作成し、当市の承認を

得ること。 

ウ 移行リハーサル仕様書の作成 
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移行実施手順の確認を行うための移行リハーサルに係る手順等を記載した「移行リハーサ

ル仕様書」を作成し、当市の承認を得ること。 

⑶ 移行 

受注者は、移行実施計画書等に基づき、移行リハーサル、移行作業及び移行後のデータに関す

る正当性を確認する作業を実施し、「移行リハーサル結果報告書」を作成し、実施結果を報告する

こと。 

⑷ 留意事項 

ア 財務会計に関する留意事項 
財務会計システムでは、システムで使用する各種マスタ及び過年度の会計データの移行を

対象とするが、過年度の伝票に関する情報の取り扱いについては別途現行の財務会計システ

ム提供業者及び市と協議のうえ決定する。 

イ 新規にシステム化される業務システムの利用に必要な初期データの作成及び投入 
新規にシステム化される業務システムについては、現行システムからのデータ移行はないが、

業務システムの利用のために必要となる初期データについては各システムの要件定義及び基

本設計フェーズにおいて定義し、システム稼働までにデータを作成し、本項目の作業手順に準

じてデータを投入すること。 

 

 

5. 非機能要件 

本システムの非機能要件については、「別紙 4五泉市非機能要求整理」を参照すること。 

 

6. 当市の基礎情報 

1 人口 ４６，５８４人 

2 職員数 約５４０人 

3 内部情報系端末数 約４８０台 

4 内部情報系利用ユーザアカウント数 約６００人 
（令和 5年 11月 30日現在） 

 

7.その他 

その他、当市の文書管理に対して有効な提案があれば、オプションとして提案すること。（本調達の提案

価格には含まない金額として、別途見積りの提示を求める。） 

 


